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◆利用上の注意  

 

１ 調査の目的 

事業所及び企業の活動状態等の基本的構造を全国及び地域別に明らかにするとともに、事業

所母集団データベースの整備に資すること。 

 

２ 調査の対象 

   甲調査…農林漁業に属する個人経営の事業所等を除くすべての民営事業所 

   乙調査…国及び地方公共団体の事業所 

 

３ 基準となる期日又は期間 

   甲調査…令和元年６月１日から令和２年３月 31 日まで 

   乙調査…令和元年６月１日 

 

４ 調査の方法 

   甲調査…統計調査員が外観から事業所の活動状態を調査するとともに、新たに把握した事業

所には調査票を配布し、郵送又はオンラインによる回収を行った。 

   乙調査…総務省、都道府県及び市町村が電子メールにより「調査票乙」を事業所ごとに配布

し、オンラインによる回収を行った。 

 

５ 記号の表示 

   表中に使用した記号は次のとおりである。 

   「－」：調査を行ったが事実のないもの 

   「…」：事実不詳または調査を欠くもの 

   

６ その他 

   令和元年の甲調査は主に統計調査員が外観から事業所の活動状態を調査したものであり、各

事業所に調査票を配布し回収して調査した平成 26 年及び平成 21年調査とは調査方法が異なる

ため、これらの調査結果を比較する際は、留意が必要です。 

また、今回の公表内容は本センサス結果の一部の項目について掲載したものです。掲載項目

以外の結果については、総務省統計局のホームページに掲載されています。 

https://www.stat.go.jp/data/e-census/2019/kekka.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

  高知県総務部統計分析課 経済統計担当 

  TEL:088-823-9345 
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◆用語の解説 

 

１ 事業所 

経済活動が行われている場所ごとの単位で、原則として次の要件を備えているものをいう。 

①一定の場所（１区画）を占めて、単一の経営主体のもとで経済活動が行われていること。 

②従業者と設備を有して、物の生産や販売、サービスの提供が継続的に行われていること。 

・国及び地方公共団体の事業所 

 法令により独立の機関として、それぞれ場所ごとに設置されている事業所をいう。 

・民営事業所 

  国及び地方公共団体の事業所を除く事業所をいう。 

 

 

２ 活動状態別事業所 

 

 （１）存続事業所 

甲調査においては、平成 28 年経済センサス-活動調査 （以下「28年活動調査」とい

う。）で調査された事業所及び 28 活動調査後に行政記録情報から把握された事業所のう

ち、令和元年経済センサス-基礎調査（以下、「元年基礎調査」という。）で調査され、

継続的に経済活動を行っている事業所をいう。 

     乙調査においては、平成 26 年経済センサス－基礎調査（以下、「26 基礎調査」とい

う。）で調査された事業所のうち、元年基礎調査で調査され、継続的に経済活動を行っ

ている事業所をいう。 

  

（２）新規把握事業所 

元年基礎調査で新たに把握され、継続的に経済活動を行っている事業所をいう。甲調

査においては、他の場所から現在の場所へ移転してきた事業所及び国税庁法人番号公表

サイトに登録があり、前回までの調査で捉えられていなかった事業所も含まれる。 

 

 （３）休業事業所 

元年基礎調査で調査された事業所のうち、休業している事業所をいう。 

 

 （４）廃業事業所 

甲調査においては、28 年活動調査で調査された事業所及び 28 年活動調査の後に行政

記録情報から把握された事業所のうち、元年基礎調査の調査日時点で存在しなかった事

業所をいい、他の場所へ移転した事業所も含まれている。 

乙調査においては、26 年基礎調査で調査された事業所のうち、元年基礎調査の調査

日時点では存在しなかった事業所をいう。 
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◆結果の概要 

 

１ 民営事業所数（甲調査結果） 

  県内の民営事業所数は 38,441 事業所で、活動状態別にみると、存続事業所は 33,678 事業所（総

数に占める割合 87.6％）、新規把握事業所は 4,763 事業所（同 12.4％）となっている。休業事業

所は 768 事業所、廃業事業所は 3,812 事業所となっている。 

  また、市町村別にみると、最も多いのは高知市で 18,812 事業所、次いで四万十市 2,350 事業所

となっている。最も少ないのは大川村で 18 事業所、次いで北川村 46 事業所となっている。 

 

表１ 活動状態別民営事業所数 

存続事業所
総数に占める
割合（％）

新規把握事業所
総数に占める
割合（％）

全国 6,398,912 5,211,394 81.4 1,187,518 18.6 117,514 699,989
高知県 38,441 33,678 87.6 4,763 12.4 768 3,812
高知市 18,812 15,883 84.4 2,929 15.6 271 2,116
室戸市 767 731 95.3 36 4.7 10 68
安芸市 885 820 92.7 65 7.3 8 111
南国市 2,244 1,889 84.2 355 15.8 42 167
土佐市 1,174 1,082 92.2 92 7.8 25 27
須崎市 1,153 1,076 93.3 77 6.7 20 89
宿毛市 1,346 1,264 93.9 82 6.1 75 95
土佐清水市 821 746 90.9 75 9.1 11 107
四万十市 2,350 2,111 89.8 239 10.2 52 269
香南市 1,268 1,126 88.8 142 11.2 17 113
香美市 1,111 1,060 95.4 51 4.6 34 93
東洋町 143 128 89.5 15 10.5 2 10
奈半利町 193 177 91.7 16 8.3 3 21
田野町 161 147 91.3 14 8.7 10 5
安田町 116 104 89.7 12 10.3 18 7
北川村 46 44 95.7 2 4.3 8 2
馬路村 50 43 86.0 7 14.0 - -
芸西村 159 150 94.3 9 5.7 2 11
本山町 194 175 90.2 19 9.8 4 11
大豊町 225 187 83.1 38 16.9 8 32
土佐町 221 209 94.6 12 5.4 13 17
大川村 18 17 94.4 1 5.6 2 4
いの町 991 829 83.7 162 16.3 25 84
仁淀川町 342 294 86.0 48 14.0 20 25
中土佐町 334 316 94.6 18 5.4 13 23
佐川町 522 466 89.3 56 10.7 12 34
越知町 302 288 95.4 14 4.6 1 9
檮原町 233 207 88.8 26 11.2 7 23
日高村 208 193 92.8 15 7.2 3 19
津野町 244 225 92.2 19 7.8 5 27
四万十町 907 851 93.8 56 6.2 27 78
大月町 279 266 95.3 13 4.7 9 34
三原村 98 92 93.9 6 6.1 6 3
黒潮町 524 482 92.0 42 8.0 5 78

総数
(存続・新規把握)

休業事業所 廃業事業所
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２ 国及び地方公共団体の事業所数（乙調査結果） 

  県内の国及び地方公共団体の事業所数は 1,693 事業所で、活動状態別にみると、存続事業所は

1,651 事業所（総数に占める割合 97.5％）、新規把握事業所は 42事業所（同 2.5％）となっている。

廃業事業所は 85事業所となっている。 

  また、市町村別にみると、最も多いのは高知市で 348 事業所、次いで四万十市 116 事業所とな

っている。最も少ないのは大川村で 7事業所、次いで安田町、北川村、三原村が同数で 13事業所

となっている。 

 

表２ 活動状態別国及び地方公共団体の事業所数 

存続事業所
総数に占める
割合（％）

新規把握事業所
総数に占める
割合（％）

全国 139,330 133,224 95.6 6,106 4.4 14,517
高知県 1,693 1,651 97.5 42 2.5 85
高知市 348 336 96.6 12 3.4 19
室戸市 63 63 100.0 - … 5
安芸市 79 78 98.7 1 1.3 4
南国市 80 80 100.0 - … -
土佐市 63 63 100.0 - … -
須崎市 54 53 98.1 1 1.9 6
宿毛市 79 78 98.7 1 1.3 3
土佐清水市 57 54 94.7 3 5.3 6
四万十市 116 114 98.3 2 1.7 2
香南市 56 55 98.2 1 1.8 4
香美市 83 82 98.8 1 1.2 1
東洋町 21 21 100.0 - … -
奈半利町 14 13 92.9 1 7.1 2
田野町 16 16 100.0 - … -
安田町 13 12 92.3 1 7.7 3
北川村 13 12 92.3 1 7.7 3
馬路村 22 22 100.0 - … -
芸西村 15 15 100.0 - … -
本山町 27 27 100.0 - … -
大豊町 16 16 100.0 - … 2
土佐町 18 18 100.0 - … -
大川村 7 7 100.0 - … 1
いの町 78 78 100.0 - … 2
仁淀川町 35 32 91.4 3 8.6 5
中土佐町 30 30 100.0 - … 1
佐川町 40 40 100.0 - … 1
越知町 23 17 73.9 6 26.1 4
檮原町 14 12 85.7 2 14.3 2
日高村 19 18 94.7 1 5.3 1
津野町 43 40 93.0 3 7.0 4
四万十町 82 81 98.8 1 1.2 3
大月町 19 18 94.7 1 5.3 -
三原村 13 13 100.0 - … 1
黒潮町 37 37 100.0 - … -

総数
(存続・新規把握)

廃業事業所

 

  


